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金属スクラップを活用したレアメタルの戦略的 
確保に向けて
～コバルトに着目した金属業界の在り方～

略では、上述の状況を背景として、レアメタルの確保・備
蓄強化が重要だと述べている。
そこで本稿では、レアメタルの中でも、EV向けバッテリー
／モーター等、直近で需要の急増が見込まれるコバルトに
着目し、日本が多く保有する金属スクラップを活用した、コ
バルトの戦略的確保に向けた日本の金属業界の在り方に
ついて検討していく。

1．はじめに
昨今、レアメタルは世界中で様々な最終製品／中間製
品に対する需要が拡大し、資源獲得競争の激しさが進んで
いるとともに、供給元が特定地域に偏在する元素が多いこ
とから、供給障害のリスクが常に存在している。
このような状況下で、日本ではエネルギーや金属鉱物の
セキュリティ強化対策や気候変動問題への対応策をまとめ
た「新国際資源戦略」が2020年3月に発表された。本戦
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他特殊鋼や家電製品等向けのサマリウム・コバルト磁石
（以下、SmCo磁石）等で使用 1されており、これらアプリ
ケーションの普及に伴って需要の拡大が予想されている。
具体的には、2020年代中盤には需要量が供給量を上回
ることが予想（図2）されており、このままでは需給ギャッ
プによる世界的な獲得競争の激化は避けられない状況に
ある。

2．レアメタルにおけるコバルトの位置づけ
レアメタルは、関連団体によって定義は様々であるが、
経済産業省では、現在コバルトをはじめリチウム・グラファ
イト・レアアース等、34鉱種（55元素）を対象としている
（図1）。
中でもコバルトは、自動車の電動化に欠かせないリチウ

ムイオンバッテリー（以下、LIB）の正極材を主として、その

図1. レアメタルの種類

図2. コバルトの鉱山供給量と一次需要の推移

データソース：経済産業省「2050年カーボンニュートラル社会実現に向けた鉱物資源政策」をもとにDTC作成

データソース：IEA「Reliable supply of minerals」
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また、コバルトは、鉱石の約7割がコンゴ、地金の約6
割が中国で生産（図3）されており、鉱石生産・地金生産
国の偏在性が高いことから、紛争等の政治不安や輸出規
制等の政策による供給障害リスクに常に晒されている状況
でもある。
実際コンゴにおいては、2003年には終結したものの各
地で武装勢力による襲撃が続いているコンゴ戦争 2等によ
り情勢が不安定な状態にある。さらに、コバルト鉱石の供
給においては、中国が「一帯一路」戦略のもと、コンゴの
コバルトに関する権益獲得や開発投資を進めている3こと
から、コンゴだけでなく中国のリスクも存在している。
そして中国では、現在は撤廃されているものの、過去に
はレアアースに対して輸出割当制度を設け輸出量を制限し
ていた他、レアアースおよびレアアース関連製品に対する
輸出関税を10%から15～25%へと徐々に引き上げてき
た歴史がある4。

つまり、コバルトは生産が集中しているコンゴや中国に
おいて、紛争激化等による情勢不安の高まりや政策変更が
起きれば、世界中の供給がいつでも停止・減少しうる状
況にあり、地政学的リスクが極めて高いレアメタルとなる。
したがってコバルトは、数年後には需要量が供給量を上
回り獲得競争が激化するだけでなく、鉱石・地金生産国
が偏在しているために世界的な供給障害リスクが起きる可
能性が高いことから、レアメタルの中でも特に重視する必
要があるのではないかと考えられる。

またコバルトは既に注目されているEV向けバッテリー
等の他に、多数の新たな需要が期待されており、その一つ
としてSmCo磁石がある。SmCo磁石とはコバルト・サマ
リウム・鉄からなる強力な永久磁石のことで、高い磁気強
度・耐腐食性・耐消磁性がある他、熱安定性に優れ高い
使用温度にも耐えることができる一方で、強度が高く脆い

図3. 国別コバルト鉱石／地金生産割合

データソース： U.S. Department of the Interior U.S. Geological Survey「MINERAL COMMODITYSUMMARIES 2022」、 
JOGMEC「鉱物資源マテリアルフロー2021コバルト（Co）」
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Energy Corporationが脆さを克服するような技術開発
を進めている7。その他にも、中国・ロシア・北朝鮮・イ
ランで生産されたSmCo磁石を、米国国防総省の販売す
ることを禁止する法律が米国で制定されるといった動きが
見られる8。

3．コバルトの戦略的確保において重要となる�金属スク
ラップ�
２章で述べたように、コバルトは世界的な供給障害リス
クが起きる可能性が高い状況にある中で、日本はコバルト
の供給に占める輸入割合がほぼ100％（図5）である為、
先ほど述べたような獲得競争の激化や政治不安の高まり

ため欠けや割れが発生しやすいという特性がある5。市場
としては、防衛業界や航空宇宙業界等の需要先そのもの
の市場拡大や、需要先での小型化・高磁気強度に対する
需要拡大、といった要因により市場規模の拡大が予測され
ている（図4）。
また製造プレーヤーには、世界的な主要企業である中国
のN i n g B o N i n g G a n g P e r m a n e n t M a g n e t i c 
Materials、米国のThomas & Skinner、英国のEclipse 
Magneticsの他、日本では東芝マテリアルや信越化学工
業といった企業が存在する6。近年のトレンドとしては、
SmCo磁石の脆さを背景とした製造歩留まりの低さという
課題に対して、米国のAmes Laboratory とElectron 

データソース：グローバルインフォメーション「サマリウムコバルト磁石の市場：世界の産業動向、シェア、規模、成長、予測、機会2022-2027」

データソース：JOGMEC「鉱物資源マテリアルフロー 2021 10.コバルト（Co）」

図4. SmCo磁石の市場規模予測

図5. コバルトの供給に占める輸入割合推移
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等により、世界と同様に今後供給不足に陥るリスクが高い
といえる。
一方で、日本は多数の中間製品／最終製品を製造する
工業国でもあり、これに関連しコバルトを含む金属スクラッ
プを多く保有している。そして、その量は年々増加している
（図６）ことから、金属スクラップからコバルトを再資源化
することができれば、コバルトが供給不足に陥るリスクを
低減出来る可能性が高い。

さらに、日本国内におけるコバルトのリサイクル率は4％
未満と低いことから（図７）、金属スクラップを国内で再資
源化して再利用する余地が十分にあると考えられる。
したがって、国外からのコバルト輸入に加え、輸入コバル

トを使用した製品から生まれる金属スクラップを国内で再
資源化・再利用することで、コバルトを戦略的に確保しコ
バルトの供給不足リスクを低減できることから、金属スク
ラップの活用が重要になると考えられる。

図6. 金属スクラップにおけるコバルトの保有状況と蓄積量推移

図7. コバルトのリサイクル率

データソース：JOGMEC「鉱物資源マテリアルフロー 2021 10.コバルト（Co）」

データソース： JOGMEC「鉱物資源マテリアルフロー 2021 10.コバルト（Co）」「鉱物資源マテリアルフロー2012 コバルト（Co）」、 
日本金属学会「都市鉱山蓄積ポテンシャルの推定」、一般社団法人サステイナビリティ技術設計機構「我が国の都市鉱山蓄積2020」
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4．金属スクラップを活用したコバルトの再資源化に向け
た動向
ここまでで、レアメタルの中でもコバルトは重視される
必要があり、かつコバルトの戦略的確保には金属スクラッ
プの活用が重要であることを述べてきた。そこで本章では、
金属スクラップを活用したコバルトの再資源化に向けた、
業界団体・企業における取組や国家における政策を紹介
する。

4-1. 業界団体・企業における取組
金属スクラップを活用したコバルトの再資源化に向けた
業界団体・企業における取組として、LIBがコバルトの主
用途であることから、主に①LIB回収に向けた共同体の構
築、②LIB再資源化技術の高度化、③LIBの再資源化を
効率化させる情報提供、の３つが見られる。

①LIB回収に向けた共同体の構築
リサイクルチェーンにおける回収プロセスに関する取組
として、現在国内外において、業界団体や個別企業による、
使用済みLIBの回収に向けた共同体の構築が進められて
いる。
日本の事例では、日本自動車工業会が自動車再資源化
協力機構を窓口とした使用済み車載LIBの共同回収シス
テムを構築支援しており、2018年10月より運用を開始し
ている。本システムでは、国内外の大手自動車メーカー、
使用済みLIBを排出する解体業者等の排出事業者、使用

済みLIBを排出事業者から処理事業者のもとへ運ぶ運送
会社、使用済みLIBを処理する処理事業者、といったリサ
イクルチェーンに関わる多くの事業者が参加して回収を
行っている（図８）。回収実績としては、2017年度には約
950個であったが、2020年度には約3,500個と順調に増
加している状況にあり、経済産業省の実施したアンケート
調査によれば、2022年時点で使用済み駆動LIBのうち約
20％が本システムによって回収されている9。
また、使用済み家電向けLIBにおいても、大手企業を含
む電池メーカーや電池使用製品メーカー等で構成される
JBRCが自治体やリサイクル関連業者と協力して、日本自
動車工業会の取組と類似した共同回収システムを構築し
ている（図９）。こちらの回収実績についても、2010年度
は約150トンであったが2021年には約890トンと順調に
増加している状況にある10。
国外の事例では、テスラの元CTOが2017年設立した

米国のバッテリーリサイクル業者であるRedwood 
Materialsが、大手自動車メーカー等とパートナーシップ
を結び、使用済みの車載LIBや家電等向けLIBを回収して
いる11。具体的な回収の仕組みとしては、同社と契約を結
んだ各自動車メーカーが、米国内の自社ディーラーにある
バッテリー寿命に近づいた自動車や、消費者によって自動
車ディーラーに持ち込まれた家電等に含まれるLIBを、製
造メーカーを問わず回収した後、解体業者と協力して解
体・梱包し同社のリサイクル施設に輸送する、というもの
である12。

図8. 日本自動車工業会のLIB共同回収システム

データソース：経済産業省「第2回 蓄電池のサステナビリティに関する研究会事務局資料」をもとにDTC作成
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その他、世界で見ても多くのバッテリー回収実績を持つ
ノルウェーのBatteriretur等、多数の欧州バッテリー回収
企業が参画する連合組織であるEucobatでは、効率的な
バッテリー回収促進に向けて、参画企業から情報を収集し
欧州および国際機関を含む利害関係者にすべての関連情
報を提供している13。さらに、誰でも利用可能な使用済み
バッテリーの収集場所を表示するアプリケーションを提供
しており、利用者がEucobatに所属する企業のバッテリー
回収サービスを利用しやすい仕組みも構築している14。

②LIB再資源化技術の高度化
リサイクルチェーンにおける再資源化プロセスに関する
取組として、現在国内外において、金属製錬／精製企業や
リサイクル企業等による、使用済みLIBの再資源化技術の
高度化に向けた開発が複数進められている。
日本の事例では、JX金属が、硬質物質を無害化するた
めの加熱前処理、ニッケル・コバルト・リチウムの酸によ
る浸出、独自の溶媒抽出技術による金属の分離と回収か
ら構成される新プロセスにより、使用済み車載LIBからコ
バルトやニッケルを95％以上回収する技術の開発を進め
ている15。 その他にも住友金属鉱山では、乾式製錬工程
および湿式精錬工程の組み合わせにより、使用済みLIBか
ら銅・ニッケル・コバルト・リチウムを再資源化する技術
の開発を進めている16。
国外の事例では、ベルギーの金属精錬・リサイクル等の
事業を行っているUmicoreが、使用済み車載LIBのリサ

イクルにおけるコバルト・ニッケル・銅の抽出効率向上（収
率95%以上）に向けた研究とパイロット活動を実施してい
る。当技術によって回収された金属は、バッテリーグレード
の品質となり新しいLIBに再循環することが可能であり、
2022年中には利用可能となる予定としている17。
他にもドイツのバッテリーリサイクル企業であるREDUX

が、湿式プロセス・乾式プロセスの独自の組み合わせを
適用することにより、使用済みLIBを高品質のコバルト濃
縮物に加工し、コバルト等の回収効率を高めるような技術
の開発を行っている18。

③LIBの再資源化を効率化させる情報提供
リサイクルチェーンにおける再資源化プロセスをサポー

トする取組として、現在国内外において、LIBを利用する製
品メーカーやリサイクル企業等による、再資源化を効率化
させる情報提供が実施または計画されている。
国内の事例では、トヨタ自動車等の日系大手自動車メー

カー各社が、車載LIBを安全かつ確実に取り外しできるよ
うに解体方法に関するマニュアルを公開している他、作業
現場でわかりやすいようLIBの搭載位置ラベルを車体に表
示するといった、取組を実施している19。
国外の事例では、スウェーデンのリサイクル企業である

Stena Recyclingが、手作業でないと解体が難しい車載
LIBが世の中に存在していることを背景として、車載LIBの
リサイクル性向上に向けた設計に関するアドバイスを車載
LIB製造メーカーに実施する計画を描いている20。

図9. JBRCのLIB回収システム

データソース：JBRC「小型充電式電池リサイクルのご案内」
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等の有害廃棄物の回収、処理要件、処理施設要件等を規
定しているものの、日本同様に定量的な要件は定められ
ていない23。
また欧州では、2020年にLIBのリサイクル規制等を含
む欧州電池規則案が公表されており、今後EU理事会と欧
州議会による正式な採択を経て2023年早期の施行が見
込まれている24。2020年公表段階の同規則案では、産業
用・自動車用電池に対して一定以上（図10）のリサイク
ル材の使用や、廃棄電池の埋立・焼却を禁止し、リサイク
ル業者が達成すべき廃棄電池からの材料回収率について
一定以上（図11）の回収率で達成すること等、を義務づ
ける内容となっている。

②支援・補助
LIBの再資源化に関する補助・支援については、国内外

において1,000億円を超える規模で支援・補助が行われ
ている。
国内では、NEDOグリーンイノベーション基金事業の一

環である「次世代蓄電池・次世代モーターの開発」プロジェ
クト（予算総額1,510億円）にて、蓄電池材料として再利
用可能な品質、かつ競争力のあるコストで、リチウム70％、
ニッケル95％、コバルト95％以上を回収可能なリサイク
ル技術の開発支援を実施している25。その他にも、経済産
業省の「蓄電池の国内生産基盤確保のための先端生産技
術導入・開発促進事業」（令和3年度予算1,000億円）に

4-2．国家における政策
金属スクラップを活用したコバルトの再資源化に向けた
国家における政策については、コバルトの主用途でありコ
バルトを最も多く含む金属スクラップとなるLIBに関して、
規制や支援・補助政策を紹介する。

①規制
LIBの再資源化に関する規制については、日・米におい

て定量的な要件はないものの様々な規制を設けている。
一方で、欧州は定量的な要件を定め世界各国の中でも先
駆的に規制強化を進めている。
国内では、小型又は車載LIBの再資源化に関連した資

源有効利用促進法や自動車リサイクル法といった規制が
存在する。資源有効利用促進法においては、LIBを含む小
型二次電池の製造事業者・輸入事業者及び、LIBを含む
小型二次電池を部品として使用している製品の製造事業
者及び輸入事業者に対して、自主回収・再資源化に取り
組むことが求められている21。自動車リサイクル法におい
ては、解体業者やリサイクル業者に対して、廃棄される自
動車の解体時に車載LIBを回収し、可能な限り再資源化
することが求められている22。なお、いずれの規制も定量
的な要件は定められていない状況である。
米国では、有害廃棄物による健康被害と環境汚染の防
止とリサイクルによる天然資源の保全を目的とした資源保
護回復法といった規制が存在する。同規制では、バッテリー

コバルト 鉛 リチウム ニッケル

2030年 12％ 85％ 4％ 4％

2035年 20％ 85％ 10％ 12％

コバルト 銅 鉛 リチウム ニッケル

2026年 90％ 90％ 90％ 35％ 90％

2030年 95％ 95％ 95％ 70％ 95％

図10. 産業用・自動車用電池に含むべきリサイクル原材料の割合と達成期限

図11. リサイクル業者が達成するべき廃棄電池からの材料回収率と達成期限

データソース： EUROPEAN COMMISSIO「Proposal for a REGULATION OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL 
concerning batteries and waste batteries, repealing Directive 2006/66/EC and amending Regulation (EU) No 
2019/1020」

データソース： EUROPEAN COMMISSIO「Proposal for a REGULATION OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL 
concerning batteries and waste batteries, repealing Directive 2006/66/EC and amending Regulation (EU) No 
2019/1020」
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て、国内のLIBリサイクル拠点を確保するための設備投
資・研究開発投資事業に対して費用を支援している26。
米国では、米国議会上院が、2021年に電池・電池材

料の製造・リサイクル支援等を含む超党派のインフラ投資
計画法案（予算総額約70億米ドル）を可決している他、
2022年には米国エネルギー省がリサイクル施設の新設や
LIBをリサイクルするための材料の分離等に関するプロ
ジェクトに対する、助成金プログラム（予算総額約31億米
ドル）を発表している27。
欧州においては、欧州委員会・EU諸国・各種業界等

によって構成されるThe European Battery Allianceが、
欧州のバッテリーバリューチェーン確立を目的として2017
年に設立され、電池・材料リサイクル等の様々な技術開
発支援（2030年までに総額6,250 億ユーロの投資が想
定されている）を実施している28。

5．金属スクラップを活用したコバルトの戦略的確保に向
けた金属業界への示唆

4章で紹介した取組や規制動向を踏まえ、コバルトを戦
略的に確保しコバルトの供給不足リスクを低減するととも
に、規制強化の波に対応する為には、金属業界は今後①
回収プロセスの高度化、②再資源化技術の高度化、③再
資源化を考慮したアプリケーション設計への関与、といっ
た3つの取組が重要になると考えられる。

なお、コバルトの主用途はLIBであり、LIBの再資源化
に関する取組が進んでいる現状を踏まえると、上記のいず
れの取組においても、まずはLIBに対して取組をしっかり
と行い、LIBである程度リサイクル率が高まってきた段階で
LIB以外の用途（図12）に展開していくべきだろう。

①回収プロセスの高度化
現在使用済みLIB回収に向けた共同体の構築が進めら
れているが、当面はコバルトの主用途であるLIBですら廃
棄量が少なく、日本では再資源化事業において採算が取
れる程回収できない見通しとなっている29。
このような状況から、今後コバルト需要量が本格的に増
加する前に回収プロセスを高度化させておき、コバルト需
要量が本格的に増加した際に効果的かつ効率的な回収を
できるよう準備しておくことが重要になると考えられる。
具体的な回収プロセスの高度化の方向性としては、リサ

イクルチェーンにおける『回収・破砕・選別』『製錬・精製』
『製品製造』機能を持つ企業が互いに協力する �金属リサ
イクルプラットフォーム� を構築し、回収機能を効率化する
ことが有望であると考える。�金属リサイクルプラットフォー
ム� の仕組みや企業が互いに協力するメリット等の詳細に
ついては、デロイト トーマツによる鉄鋼・非鉄金属業界向
けNewsletter Next Stage Vol.29「金属スクラップのリ
サイクルチェーン動向～日本の目指すべき姿：仮説～」で
詳しく記載しているので参照頂きたい。

図12. 2020年度コバルトの国内需要割合（LIB除く）

データソース：JOGMEC「鉱物資源マテリアルフロー 2021 10.コバルト（Co）」（2021年10月）

特殊鋼　　　超硬工具　　触媒
管板棒線　　磁性材料　　その他

18%

1%

6%

8%

16%

51%

注：LIB正極材向けの需要量は不明な為、対象外としている
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なお４章で述べたように、既に日本においては �金属リ
サイクルプラットフォーム� を実行するための共同体は既に
存在することから、新規で取組を始めるのではなく、既存
の共同体において参加者を増やしつつ相互に提供する価
値を増やしていくことが重要な取組になると考えられる。

②再資源化技術の高度化
現在LIB再資源化技術の高度化に向けた開発や技術開

発支援・補助が行われているが、使用済みLIB等の金属
スクラップに対して、同製品材料として再利用可能（水平
リサイクル）な品質でのリサイクル技術や低コストかつ効
率的な金属回収を可能とするリサイクル技術は、現時点で
は未成熟な状況にある30。
このような状況を踏まえると、金属業界としては国によ
る技術開発支援・補助を活用しながら、引き続き先ほど
挙げたような技術課題の克服に向けた金属スクラップ再
資源化技術の高度化を行っていくことが重要である。さら
に、日本全体としての再資源化技術の質・開発速度を向
上させるためには、個社で取り組むだけでなく、国内の金
属業界企業やリサイクルチェーンに関連するスクラップ加
工企業・リサイクル企業等と共同で実証実験を行うといっ
た、連携も重要になるだろう。
また、国内外において既に上述の課題克服に向けた再
資源化技術の高度化が進められており、技術課題の克服

が近い未来になされる可能性が高いことから、国外に遅れ
を取らないよう研究開発を急ぐ必要がある。

③再資源化を考慮したアプリケーション設計への関与
現在LIBの再資源化を効率化させる情報提供が一部の

企業によって実施または計画されているものの、コバルト
を使用した製品メーカーが、性能の向上だけでなく再資源
化まで考慮したアプリケーション設計（LIB等のリサイクル
を容易にする製品設計）を多く実施しているとはいえない
状況にある。
一方で、金属業界を含むリサイクルチェーン関連企業は、
再資源化に日々携わっていることから、効率的な再資源化
に向けたアプリケーション設計に関するアドバイスを行う
為の知見を保有していることが多いと想定される。
従って、その保有している知見を製品メーカーに提供し、
再資源化を考慮したアプリケーション設計に積極的に関与
していくことは、コバルトの供給不足リスクを低減するだけ
でなく新たなビジネスの開拓にも繋げられる為、重要な取
組となるのである。

また、これら3つの取組は、それぞれにメリットをもたら
す関係（図13）にもあり、コバルトを戦略的に確保し供給
不足リスクに最大限対応していく為には、可能な限り全て
実行することが望ましい。

図13. 金属スクラップを活用したコバルトの戦略的備蓄に向けた各取組の関係性

①回収プロセス
の高度化

②再資源化技術
の高度化

③再資源化を考慮
したアプリケーション
設計への関与

再資源化効率向上に伴う
回収量の増加効果

再資源化量増加に伴う
低コスト化技術向上効果

再資源化ノウハウ増加に伴う
設計能力向上効果

再資源化効率向上に伴う
効率化／低コスト化技術向上効果
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6．おわりに
これまで述べてきたように、コバルトは近い将来におい
て供給障害リスクが起きる可能性が高いだけでなく、欧州
の電池規則案による規制強化の影響を大きく受けていくこ
とになる。このような状況下で、金属業界がいかに早く着
実にコバルトの戦略的確保に向けた取組を実行できるか
どうかが、自動車／ロボティクス／合金製造等のコバルト
を活用する業界の行く末をも左右しうると考える。本資料
が、コバルトの戦略的確保及び、金属業界ひいては日本の
産業の発展に向けた一助となれば幸いである。
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Vol.16 AIを制す者は、世界を制す 
～AIに乗り遅れる者（企業）は市場から消える。AIに乗り遅れる国（文化）が衰退する～

Vol.17 マクロトレンドから読み解く鉄鋼業界の経営環境変化

Vol.18 静脈産業に求められる変革 ～金属スクラップ市場への提言～

Vol.19 Future of Mining ～The �low-hanging fruit� has gone～

Vol.20 素材産業における次世代オペレーションプラットフォームの構築 
～RPA最新状況と更なる拡大に向けた考察～ 
※化学業界向けニュースレター「扉」Vol.26との合併号

Vol.21 グローバル・サプライチェーン・プラットフォーム 
～金属業界のサプライチェーンの未来を描く～

Vol.22 金属業界の経営管理 ～景気後退に備える損益実態見える化～

Vol.23 量子コンピュータによるビジネスモデル変革 ～素材業界の未来を描く～ 
※化学業界向けニュースレター「扉」Vol.27との合併号

Vol.24 鉄鋼業界の未来への道標 ～DX銘柄への変貌～

Vol.25 COVID-19の脅威と金属業界への影響 ～不確実な未来へのSign～

Vol.26 気候変動に対する金属業界の新たな挑戦

Vol.27 ゼロカーボン・スチール実現に向けた論点と鉄鋼業界が歩むべき道

Vol.28 グリーンスチール最前線 
～欧州の現在地と�ネットゼロ�を左右する5つの論点～

Vol.29 金属スクラップのリサイクルチェーン動向 
～日本の目指すべき姿：仮説～

Next Stage バックナンバー バックナンバー送付をご希望の方はご連絡ください。

デロイト トーマツ コンサルティング　プロセスユニット
デロイト トーマツ コンサルティング（DTC）は、“グローバルでNO.1を達成する日本企業を創るために能動的に提言・発信する”ため、デロイトが持つ150カ国、20万人超のネットワーク
とコンサルティングのみならず、監査、税務、法務、ファイナンシャル・アドバイザリーの総合力を活かし、国内のみならず海外においても、戦略とその導入・実現に至るまで一貫した
サービスを提供するコンサルティングファームです。

プロセスユニットメタルチームは、鉄鋼および非鉄金属業における業務改革への取り組み経験を基に、業界が直面している経営課題に対し、各クライアント企業での解決をご支援し
ます。また、鉄鋼・非鉄金属業の重要ユーザーである自動車、産業機械、エネルギー業界等を専門とするチームとも連携・協働することによって、より高い付加価値を生み出すことに、
強くコミットします。



Webページ
弊社プロセスセクター関連のwebページへは下記よりアクセスが可能です。

弊社プロセスセクターの紹介ページ
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/energy-and-resources/topics/mining-and-metals.html?icid=top_mining-and-metals

弊社プロセスセクターの刊行物の紹介・DLページ
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/manufacturing/articles/pr/newsletter-nextstage.html
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